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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２ 当社は第16期中間会計期間より証券取引法第193条の２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以

前については記載しておりません。 

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第15期および第16期中並びに第16期は新株予約権

の残高はありますが、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できないため、また第17期中

は潜在株式は存在するものの1株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。 

６ 従業員欄の〔外書〕は、臨時従業員の中間会計期間及び年間平均雇用人員であります。 

第一部 【企業情報】

回次 第15期中 第16期中 第17期中 第15期 第16期

会計期間

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成17年 
  ４月30日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  ４月30日

自 平成18年
  11月１日 
至 平成19年 
  ４月30日

自 平成16年 
  11月１日 
至 平成17年 
  10月31日

自 平成17年
  11月１日 
至 平成18年 
  10月31日

売上高 (千円) ― 509,232 718,928 679,661 1,120,480

経常利益 
又は経常損失（△）

(千円) ― 76,566 △28,723 31,126 88,278

中間(当期)純利益 
又は中間純損失（△）

(千円) ― 69,407 △39,861 28,559 75,247

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 548,455 735,682 398,455 548,455

発行済株式総数 (株) ― 8,795 29,448 7,545 26,385

純資産額 (千円) ― 919,248 1,259,414 549,840 925,088

総資産額 (千円) ― 1,157,936 1,515,185 773,697 1,180,453

１株当たり純資産額 (円) ― 104,519.39 42,767.39 72,874.82 35,061.14

１株当たり中間 
(当期)純利益 
又は中間純損失（△）

(円) ― 9,115.77 △1,400.60 4,481.97 3,055.37

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 79.4 83.1 71.1 78.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 181,527 △32,518 55,155 195,152

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △113,860 △138,575 △113,567 △205,953

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 274,594 354,702 176,129 245,819

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 601,031 677,397 258,770 493,788

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名) ―
78 

〔55〕
102 

〔98〕
60 

〔30〕
89

〔85〕



２ 【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年４月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を〔外書〕で記載しております。

２ 当中間会計期間において従業員数が13名増加しておりますが、業務拡大に伴う採用増によるものでありま

す。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名)
102  

〔98〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景に民間設備投資が引き続き増加基調で

推移するとともに、雇用情勢や個人消費も堅調に推移し、景気は緩やかな拡大基調で推移しました。  

 当社を取り巻く環境といたしましては、第3世代携帯電話の契約数は、引き続き好調に推移しており

ます。平成19年４月末現在で71百万契約（社団法人電気通信事業者協会 発表 「携帯電話・PHS契約

数」）に上がっており、総契約数に占める割合も73％に達しております。また、携帯電話の高機能化を

背景とした電子書籍分野、とりわけ電子コミック配信ビジネスに伸長著しいものがあります。出版社を

はじめとした各方面からの新規参入や当該事業の加速化により、配信サイト数の増大やコンテンツの充

実が進み、市場規模が拡大し続けております。  

 このような経営環境の下、マンガを主としたすべての書籍の閲覧可能な総合電子書籍ビューア

「BookSurfing」を導入するサイト数が３キャリア合計で295サイト、前年同期比139％増となり、提供

されているコンテンツのファイル数は464,000ファイル以上で、前年同期比661％増となりました。  

 しかしながら、今後の事業展開を意識した体制構築のための費用が先行したこと、上場関連の費用を

計上したことなどから、当中間会計期間における売上高は718,928千円(前年同期比41.2％増)、経常損

失は28,723千円（前年同期は76,566千円の経常利益）、中間純損失は39,861千円（前年同期は69,407千

円の中間純利益）となりました。  

 

 事業部門別の状況は次のとおりであります。  

 

＜ツール事業＞  

 ツール事業につきましては、マンガ制作ソフトウェア「ComicStudio」及び業務用アニメ制作支援ソ

フトウェア「RETAS!PRO HD」を専門学校等へ販売することに注力した結果、売上高は134,906千円(前年

同期比1.1％増)となりました。  

 

＜モバイル事業＞  

 モバイル事業につきましては、電子コミックを主とした電子書籍分野の拡大に伴い、携帯電話向け総

合電子書籍ビューア「BookSurfing」の利用等が促進した結果、売上高は472,467千円(前年同期比

91.3％増)になりました。  

 

＜マルチメディアコンテンツ事業＞  

 マルチメディアコンテンツ事業におきましては、教育ソフト関連及びテレビ番組向けコンテンツ等の

制作により、売上高は111,555千円(前年同期比13.4％減)となりました。  

  

  

  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 



 当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)につきましては、営業活動、投

資活動によりそれぞれ32,518千円、138,575千円減少し、財務活動により354,702千円増加いたしまし

た。その結果、当中間会計期間における資金の残高は前事業年度末に比べ183,608千円増加し、当事業

年度末には677,397千円となりました。  

 なお、当中間会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。  

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 営業活動により支出した資金は、32,518千円（前年同期は181,527千円の収入）となりました。  

 これは主として減価償却費72,458千円、仕入債務の増加17,178千円、たな卸資産の減少16,637千円等

資金の増加要因があったものの、税引前中間純損失40,123千円、売上債権の増加90,819千円、未払金の

減少16,255千円等資金の減少要因があったことによるものであります。  

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 投資活動により支出した資金は、138,575千円（前年同期は113,860千円の支出）となりました。  

 これは主として、ソフトウェア等の無形固定資産85,483千円の取得、有形固定資産17,536千円の取

得、及び投資有価証券30,000千円の取得によるものであります。  

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 財務活動により取得した資金は、354,702千円（前年同期は274,594千円の収入）となりました。  

 これは主として、長期借入金の返済11,040千円があったものの、有償第三者割当増資の実施等による

収入365,742千円があったことによるものであります。  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、当期総製造費用によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門別
生産高
(千円)

前年同期比 
(％)

ツール事業 82,346 96.1

モバイル事業 330,065 180.7

マルチメディアコンテンツ事業 93,463 108.5

合計 505,876 142.7

事業部門別
仕入高
(千円)

前年同期比 
(％)

ツール事業 22,919 74.0

モバイル事業 25,225 531.4

マルチメディアコンテンツ事業 ― ―

合計 48,144 127.1

事業部門別
受注高 
(千円)

前年同期比
(％)

受注残高
(千円)

前年同期比 
(％)

ツール事業 134,906 101.1 ― ―

モバイル事業 433,703 175.6 59,462 ―

マルチメディアコンテンツ事業 172,800 161.3 79,720 418.9

合計 741,409 152.1 139,182 731.4



(4) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
  

  

事業部門別
販売高
(千円)

前年同期比 
(％)

ツール事業 134,906 101.1

モバイル事業 472,467 191.3

マルチメディアコンテンツ事業 111,555 86.6

合計 718,928 141.2



３ 【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において新たに発生した事項は、次のとおりであります。 

  

株式の大規模買付行為に関する一定の合理的なルールの導入  

1．本基本方針の概要  

 当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、本基本方針の骨子に従った具体

的な対応策の導入を当社取締役会にて決議し（以下、当社取締役会で決議される当該具体的対応策を「大規

模買付ルール」という。）、大規模買付ルールの内容を適時開示、当社事業報告等の法定開示書類における

開示、当社ホームページ等への掲載等により周知させることにより、当社株式を大規模に買付する場合に

は、当該買付を行う者には、遵守すべき手続があることおよび当社が差別的行使条件付新株予約権の無償割

当を実施することがあり得ることを事前に警告することをもって、当社の買収防衛策とします。  

 

2．本基本方針の骨子  

(1) 概要  

 当社取締役会が設定する大規模買付ルールは、(a)大規模買付者に対して、事前に当社取締役会に対し、

必要かつ十分な情報の提供を求め、(b)大規模買付行為につき、当社取締役会による一定の評価期間を確保

したうえで、株主の皆様に当社取締役会の事業計画や代替案等を提示したり、大規模買付者との交渉・協議

等を行っていくための手続を定めています。  

(2) 対象となる買付等  

 本基本方針が対象とする買付等は、次の①または②に該当する買付またはこれに類似する行為とします。 

①当社が発行者である株券等について保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付。  

②当社が発行者である株券等について公開買付に係る株券等の株券等所有割合およびその特別関係者の株券

等所有割合の合計が20％以上となる公開買付。  

 

  

3．基本方針  

 当社は、平成18年12月22日開催の取締役会において、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を

20％以上とすることを目的とする当社株券等（注３）の買付行為、または結果として特定株主グループの議

決権割合が20％以上となるような当社株券等の買付行為（何れも事前に当社取締役会が同意したものを除き

ます。以下、このような買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を「大規模買付

者」といいます。）に関する対応方針を次のとおり決定いたしました。  

 

注１ 特定株主グループとは、当社の株券等（証券取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいま

す。）の保有者（同法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者

を含みます。）およびその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に

基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）、ならびに当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定す

る株券等をいいます。）の買付等（同法第27条の２第１項に規定する買付等をいい、取引所有価証券市場に

おいて行われるものを含みます。）を行う者およびその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定する特別

関係者をいいます。）を意味します。  

注２ 議決権割合とは、特定株主グループの具体的な買付方法に応じて、(a)特定株主グループが当社の株

券等（証券取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者およびその共同保有者である

場合の当該保有者の株券等保有割合（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場



合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。）

も計算上考慮されるものとします。）または(b)特定株主グループが当社の株券等（同法第27条の２第１項

に規定する株券等をいいます。）の大規模買付者およびその特別関係者である場合の当該大規模買付者およ

び当該特別関係者の株券等の保有割合（同法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合をいいます。）の

合計をいいます。各株券等保有割合の算定に当たっては、総議決権（同法第27条の２第８項に規定するもの

をいいます。）および発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます。）は、有価証

券報告書、半期報告書および自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができる

ものとします。  

注３ 株券等とは、証券取引法第27条の23第１項に規定する株券等を意味します。 

 

(1) 導入の理由  

  当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、株主の皆様が特定の者の大規模買

付行為を受入れるか否かは、 終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。ま

た、当社株主の皆様が大規模買付行為に際して適切な判断を行うためには、大規模買付者からの情報提供の

みならず、当社取締役会を通じた必要十分な情報の提供および大規模買付行為に対する当社取締役会の評価

や意見等の提供が必要であると考えます。  

当社は、株主の皆様をはじめ多くのステークホルダーの下で企業活動を行っております。従いまして、大規

模買付者のみならず、当社取締役会の双方からの適切な情報が提供されることは、株主の皆様が、重大な影

響を持ちうる大規模買付行為に対して合理的な判断を行ううえで不可欠なものと考えております。  

  また、昨今の日本市場においては、当社の企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすよう

な大規模買付行為がなされうる環境であることは否定できないと考えております。そのような環境の中で、

当社は、大規模買付者による情報の提供、および当社取締役会における評価・検討といったプロセスを確保

する必要があると考えております。また、当社の企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害と認められ

る場合には、当社取締役会は、当該大規模買付行為に対する対抗措置を講じることが当社の取締役としての

責務であると考えております。  

  以上のような考えに基づき、当社取締役会は、次のとおり、当社の大規模買付行為に関する一定の合理的

なルール（以下、「大規模買付ルール」という。）を策定し、大規模買付者に対して大規模買付ルールの遵

守を求めます。これにより、株主の皆様に対して、大規模買付行為に関する判断を行うに足る必要十分な情

報や当社取締役会の意見等を提供することが可能となり、株主共同の利益および当社の企業価値に資するも

のであると考えております。  

なお、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は 善の対抗措置を検討し実

行する方針であります。  

(2) 大規模買付ルールの内容  

 大規模買付ルールとは、(a)大規模買付者が事前に当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、

(b)それに基づいて当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというも

のです。  

①情報提供  

 大規模買付者には、当社取締役会に対して、当社株主の皆様の判断および当社取締役会としての意見形成

のために十分な情報（以下、「大規模買付情報」という。）を提供していただきます。大規模買付情報の主

な項目は、次のとおりです。  

ⅰ 大規模買付者およびそのグループの概要  

ⅱ 大規模買付行為の目的および内容  



ⅲ 当社株式の買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け  

ⅳ 大規模買付行為完了後に 終的に経済的利益を得ることを目的として、当該買付資金を大規模買付者お

よびそのグループに供給している個人、法人等の概要  

 上記ⅰからⅳに関しましては取締役会評価期間中、当社取締役会は外部専門家等の助言を受けながら、提

供された大規模買付情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表しま

す。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締

役会として当社株主の皆様に対して代替案を提示することもあります。  

ⅴ 大規模買付行為完了後に意図する当社の経営方針、事業計画等  

 大規模買付情報の具体的な内容は、大規模買付行為の内容によって異なることもありますので、大規模買

付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社宛に、大規模買付ルールに従う旨の意向表明書を

提出していただきます。意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連

絡先および提案する大規模買付行為の概要を明示していただきます。  

 当社は、かかる意向表明書を受領後５営業日以内に、大規模買付者から当初提供いただくべき大規模買付

情報のリストを当該大規模買付者に交付します。なお、当初提供していただいた大規模買付情報を精査した

結果、それだけでは不十分と認められる場合には、当社取締役会は、大規模買付者に対して必要な大規模買

付情報が揃うまで追加的に情報提供を求めます。大規模買付行為の提案があった事実および当社取締役会に

提供された大規模買付情報は、当社株主の皆様の判断のために必要であると認められる場合には、適切と判

断する時点で、その全部または一部を開示します。  

②大規模買付情報の検討および意見表明等  

 次に、当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じて、大規模買付者が当社取締役会に対し

て大規模買付情報の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当社全株式

の買付の場合）または90日間（その他の大規模買付行為の場合）を当社取締役会による評価、検討、交渉、

意見形成、代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」という。）として与えられるべきものと

考えられます。従って、大規模買付行為は、取締役会の意見公表後、または取締役会評価期間の経過後にの

み開始されるものとします。  

 取締役会評価期間中、当社取締役会は、外部専門家等の助言を受けながら、提供された大規模買付情報を

十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表します。また、必要に応じて、

大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として当社株主の皆

様に対して代替案を提示することもあります。 

(3) 大規模買付行為が為された場合の対応方針  

①大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合  

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、当社取締役会が、仮に当該大規模買付行為に反対であ

ったとしても、当該買付提案に対する反対意見の表明、代替案の提示、当社株主の皆様へ説得等を行う可能

性はあるものの、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。  

 大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様において、当該買付提案および当該買付提案

に対する当社が提示する意見、代替案等をご考慮のうえ、ご判断いただくことになります。  

 もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値ま

たは当社株主全体の利益を著しく損なうと当社取締役会が判断した場合、当社取締役会は当社の企業価値お

よび当社株主の皆様の利益を守るために適切と考える対策を講じることがあります。具体的には次に掲げる

何れかの類型に該当すると判断される場合に、当社の企業価値または当社株主の皆様の利益を著しく毀損す

る大規模買付行為に該当するものと考えます。  

ⅰ 真に当社の企業経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価を吊り上げて高値で株式を当社ま



たは当社関係者に引取らせる目的であると判断される場合  

ⅱ 当社の経営を一時的に支配し当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引

先や顧客等を買収買付者やそのグループ会社に移譲させるなど、いわゆる焦土化経営を行う目的があると判

断される場合  

ⅲ 当社の経営を支配した後に当社の資産を買収買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資とし

て流用する目的があると判断される場合  

ⅳ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない有価証券等の高額資産等を売却等処

分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかまたは一時的な高配当による株価の急上昇の機会

を狙って当社株式の高値売り抜けを目的としていると判断される場合  

 当該大規模買付行為が株主共同の利益または企業価値を損なうか否かの検討および判断については、その

客観性および合理性を担保するため、当社取締役会は、大規模買付者の提供する買付後における経営方針等

を含む大規模買付情報に基づいて、外部専門家等の助言を得ながら当該大規模買付者および大規模買付行為

の具体的な内容（目的、方法、対象、取得対価の種類・金額等）や当該大規模買付行為が当社の企業価値お

よび当社株主共同の利益に与える影響を検討し、監査役全員の賛同を得たうえで決定することとします。  

②大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合  

 大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわ

らず、当社取締役会は、当社の企業価値および当社の株主共同の利益を守ることを目的として、株式分割、

新株予約権の発行等、会社法その他の法律および当社定款の認めるものを行使し、大規模買付行為の開始に

対抗する場合があります。  

具体的にいかなる手段を講じるかについては、当社取締役会が、その時点で 善の対抗措置と判断したもの

を選択いたします。  

 例えば、具体的対抗策として、当社取締役会が一定の基準日現在の株主に対し株式分割を行うことを選択

した場合には、株式分割１回につき当社株式１株を 大５株に分割する範囲内において分割比率を決定する

ものとします。  

 また、具体的対抗措置として、株主割当により新株予約権を発行する場合の概要は別紙に記載のとおりで

す。なお、実際に新株予約権を発行する場合には、大規模買付者又は一定割合以上の当社株券等を保有する

特定株主グループに属さないことを行使条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間および

行使条件を設けることがあります。  

③特別委員会の設置  

 本対応方針を適正に運用し、当社取締役会に恣意的な判断が為されることを防止するための独立機関とし

て特別委員会を設置いたします。  

特別委員会の委員は３名以上５名以内とし、公平不偏の態度で中立的な判断を可能とするために、当社の業

務執行を行う経営陣から独立している当社社外役員および社外有識者（弁護士、公認会計士、税理士、学識

経験者等）の中から選任します。  

 本対応方針が、企業価値・株主共同の利益の確保およびその向上という目的を達成するためには、客観的

かつ合理的な判断を行うことが求められるため、本対応方針にかかる重要な判断に際しては、原則として特

別委員会に諮問することとし、当社取締役会は当委員会の勧告を 大限に尊重するものとします。  

(4) 株主および投資者の皆様に与える影響等  

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、当社取締役会は、当社の企業価値および当

社の株主共同の利益を守ることを目的として、会社法その他の法律および当社定款により認められている対

抗措置をとることがあります。しかしながら、当該対抗措置の仕組上、当社株主の皆様（大規模買付ルール

に違反した大規模買付者を除きます。）が法的権利または経済的側面において格別の損失を被るような事態



が生じることは想定しておりません。当社取締役会が具体的対抗措置を取ることを決定した場合には、法令

及び証券取引所規則に従って、適時適切な開示を行います。 

 本対応方針を適正に運用し、当社取締役会による恣意的な判断が為されることを防止するための独立機関

として、特別委員会を設置いたします。 

 対抗措置として考えられるもののうち、株式分割および新株予約権の発行についての当社株主の皆様に関

わる手続については、次のとおりとなります。  

 株式分割を行う場合には、当社株主の皆様にとりまして必要となる手続は特にありません。ただし、名義

書換未了の当社株主の皆様に関しましては、別途当社取締役会が決定し、公告する株式分割基準日までに名

義書換を完了していただく必要があります。  

 新株予約権の発行または行使につきましては、新株予約権または新株を取得するために所定の期間内に一

定の金額の払込をしていただく必要があります。かかる手続の詳細につきましては、実際に新株予約権を発

行することになった際に、法令に基づき別途お知らせいたします。ただし、名義書換未了の当社株主の皆様

に関しましては、新株予約権を取得するためには、別途当社取締役会が決定し、公告する割当期日までに名

義書換を完了していただく必要があります。  

(5) 大規模買付ルールの有効期限  

 上記対応方針を決定した当社取締役会においては、全取締役の賛成により決議されましたが、当取締役会

には、当社監査役２名全員が出席し、何れの監査役も、上記対応方針の具体的運用が適正に行われることを

条件として、上記対応方針に賛成する旨の意見を述べました。  

 なお、当社取締役会は、企業価値および株主共同の利益の向上の観点から、会社法その他企業防衛に関わ

る法改正、司法判断の動向や分析等を踏まえ、今後必要に応じて上記対応方針を変更し、または新たな対応

策等を導入することがあります。  

 本対応方針は、平成18年12月22日開催の当社取締役会の決議をもって同日より発効することとし、有効期

限は平成19年１月30日開催予定の当社第16期定時株主総会終結後に 初に開催される取締役会の日までとし

ます。また、同定時株主総会終結後に 初に開催される取締役会において、本対応方針を継続することを決

議した場合には、かかる有効期限はさらに翌年度の定時株主総会終結後 初に開催される取締役会の日まで

延長され、以後も同様の取扱いとします。また、有効期限満了前であっても、本対応方針は、当社取締役会

の決議により廃止または変更されることがあります。当社取締役会は、本対応方針を継続、廃止および変更

することを決定した場合には、その旨を速やかにお知らせいたします。  

 

 

  

株主割当により新株予約権を発行する場合の概要  

１．新株予約権割当の対象となる株主およびその発行条件  

 当社取締役会で定める割当期日における 終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録された株主

（ただし、当社取締役会において大規模買付者と判断する株主については、その権利行使を制限されるもの

とする。）に対し、その所有株式１株につき１個の割合で新株予約権を割当てる。  

２．新株予約権の目的となる株式の種類および数  

 新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は

１株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものとする。  

３．発行する新株予約権の総数  

 新株予約権の割当総数は、取締役会が定める数とする。当社取締役会は、定められた割当総数の範囲で複

数回にわたり新株予約権の割当を行うことがある。  



４．各新株予約権の発行価額  

 無償とする。  

５．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額  

 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は１円以上で当社取締役会が定める額とする。  

６．新株予約権の譲渡制限  

 新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。  

７．新株予約権の行使期間等  

 新株予約権の行使期間、行使条件、取得事由および取得条件その他必要な事項については、当社取締役会

において別途定めるものとする。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、日本の誇るコンテンツ文化であるアニメ、マンガのデジタルでの制作ツール、携帯電話を中心

とした流通システムを確立するというビジョンのもとに、アニメ制作支援ソフトウェア、マンガ制作ソフ

トウェア等を開発してまいりました。  

 当中間会計期間におきましては、前事業年度に引き続き、アニメ制作支援ソフトウェア、マンガ制作支

援ソフトウェアにつきまして機能の追加等顧客満足度の向上に資するための研究開発を行ったほか、音声

関連の制作支援ツールおよびサービスに係る研究開発を行っております。  

 アニメ制作における音声の収録は、声優やスタジオの手配、収録から編集まで時間とコストがかかり、

またデジタル化が難しい領域でした。当社はこの点に着目し、ツールと連動したネットワークを介する音

声収録サービス機構や、ナレーション音声合成技術のエンターテイメント方面への応用を進めることによ

り、クリエータの創作活動を支援し、新しい市場の創造を狙います。音声合成エンジンに関してはすでに

先進的な技術を持つ株式会社アニモと提携し当社ツールに組み込むことで、付加価値を増大させます。  

 

以上のような研究活動を実現するため、当中間会計期間における研究開発費の総額は35,653千円となりま

した。  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年７月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権等のストック・オプ

ションの権利行使により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 114,000

計 114,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年４月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年７月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

 
普通株式 

 
29,448 29,448

名古屋証券取引所
(セントレックス)

株主としての権利に内容に制
限のない、標準となる株式

計
 

29,448 
 

29,448 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)に関する事項 

  

 
(注) １ 平成12年９月20日開催の臨時株主総会決議により新株予約権の目的となる株式の数の上限を40株とする旨決

議し、平成12年９月20日開催の取締役会決議により発行する新株予約権の目的となる株式の数を40株といた

しました。また、新株予約権の目的となる株式の数は、権利を付与された者の退職等により、権利付与の対

象でなくなった新株予約権の目的となる株式の数を控除した残数を記載しております。 

２ 平成12年９月８日開催の取締役会決議により平成12年９月19日および平成12年９月29日をそれぞれ払込期日

とした株主割当増資を行っております。これにより新株予約権の行使時の払込金額が100,000円から66,668

円に調整されております。 

３ 平成18年８月８日開催の取締役会決議により、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行って

おります。これにより新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されておりますが、上記表の

記載内容は当該調整を反映済みであります。 

４ 新株予約権の権利付与日以降、株式分割または株式併合が行われる場合、未行使の新株予約権の目的たる株

式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

 
  また、株式の分割および時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  

臨時株主総会の特別決議日(平成12年９月20日)

中間会計期間末現在
(平成19年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年６月30日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 48 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 22,223 同左

新株予約権の行使期間
平成14年10月１日～平成22年
９月19日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  22,223
資本組入額 22,223

同左

新株予約権の行使の条件

権利を付与された者が、当
社の役員または従業員たる地
位を失った場合、これを行使
することはできない。また、
権利を付与された者が死亡し
た場合は、その相続人がこれ
を行使することはできない。 
 その他、権利行使の条件
は、本株主総会および取締役
会決議に基づき、当社と付与
対象者との間で締結する「新
株引受権付与契約」による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

権利を付与された者は、付
与された権利を第三者に譲
渡、質入その他の処分をする
ことができない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数



②旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)に関する事項 

  

 
(注) １ 平成13年８月22日開催の臨時株主総会決議により新株予約権の目的となる株式の数の上限を182株とする旨

決議し、平成13年８月22日開催の取締役会決議により発行する新株予約権の目的となる株式の数を182株と

いたしました。また、新株予約権の目的となる株式の数は、権利を付与された者の退職等により、権利付与

の対象でなくなった新株予約権の目的となる株式の数を控除した残数を記載しております。 

２ 平成18年８月８日開催の取締役会決議により、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行って

おります。これにより新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されておりますが、上記表の

記載内容は当該調整を反映済みであります。 

３ 新株予約権の権利付与日以降、株式分割または株式併合が行われる場合、未行使の新株予約権の目的たる株

式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

 
  また、株式の分割および時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  

臨時株主総会の特別決議日(平成13年８月22日)

中間会計期間末現在
(平成19年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年６月30日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 141 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334 同左

新株予約権の行使期間
平成15年９月１日～平成23年
８月21日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  53,334
資本組入額 26,667

同左

新株予約権の行使の条件

権利を付与された者が、当
社の取締役または従業員たる
地位を失った場合、これを行
使することはできない。ま
た、権利を付与された者が死
亡した場合は、その相続人が
これを行使することはできな
い。 
 その他、権利行使の条件
は、本株主総会および取締役
会決議に基づき、当社と付与
対象者との間で締結する「新
株引受権付与契約」による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

権利を付与された者は、付
与された権利を第三者に譲
渡、質入その他の処分をする
ことができない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数



③旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)に関する事項 

  

 
(注) １ 平成14年１月30日開催の定時株主総会決議により新株予約権の目的となる株式の数の上限を134株とする旨

決議し、平成14年１月30日開催の取締役会決議により発行する新株予約権の目的となる株式の数を134株と

いたしました。また、新株予約権の目的となる株式の数は、権利を付与された者の退職等により、権利付与

の対象でなくなった新株予約権の目的となる株式の数を控除した残数を記載しております。 

２ 平成18年８月８日開催の取締役会決議により、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行って

おります。これにより新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が、それぞれ調整されておりますが、上記表

の記載内容は当該調整を反映済みであります。 

３ 新株予約権の権利付与日以降、株式分割または株式併合が行われる場合、未行使の新株予約権の目的たる株

式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

 
  また、株式の分割および時価を下回る価格で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  

定時株主総会の特別決議日(平成14年１月30日)

中間会計期間末現在
(平成19年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年６月30日)

新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 153 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334 同左

新株予約権の行使期間
平成16年２月１日～平成24年
１月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  53,334
資本組入額  26,667

同左

新株予約権の行使の条件

権利を付与された者が、当
社の取締役または従業員たる
地位を失った場合、これを行
使することはできない。ま
た、権利を付与された者が死
亡した場合は、その相続人が
これを行使することはできな
い。 
 その他、権利行使の条件
は、本株主総会および取締役
会決議に基づき、当社と付与
対象者との間で締結する「新
株引受権付与契約」による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

権利を付与された者は、付
与された権利を第三者に譲
渡、質入その他の処分をする
ことができない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金

調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新株発行による増加株式数



④平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項 

  

 
(注) １ 平成16年１月28日開催の定時株主総会決議により新株予約権の目的となる株式の数の上限を200株とする旨

決議し、平成16年７月16日開催の取締役会決議により発行する新株予約権の目的となる株式の数を189株と

いたしました。また、新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、権利を付与された者の退

職等により、権利付与の対象でなくなった新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数をそれぞ

れ控除した残数を記載しております。 

２ 平成18年８月８日開催の取締役会決議により、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行って

おります。これにより新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されておりますが、上記表の

記載内容は当該調整を反映済みであります。 

３ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するも

のとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的た

る株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。 

 
  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

定時株主総会の特別決議日(平成16年１月28日)

中間会計期間末現在
(平成19年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年６月30日)

新株予約権の数(個) 133 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 399 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334 同左

新株予約権の行使期間
平成18年２月１日～平成26年
１月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  53,334
資本組入額  26,667

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた
者が当社取締役、監査役また
は従業員の場合は、権利行使
時において、当社の取締役、
監査役または従業員たる地位
を保有していることとする。 
 新株予約権の質入れ、担保
権の設定および相続は認めな
いものとする。 
 その他の条件については、
本株主総会および取締役会決
議に基づき、当社と新株予約
権の割当を受けた者との間で
締結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率



４ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  また、払込金額を下回る価額で新株を発行するとき(新株予約権の行使により新株を発行する場合を除く)

は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものと

します。 

 
  上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行

い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認

める払込金額の調整を行います。 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行による増加株式数



⑤平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項 

  

 
(注) １ 平成16年１月28日開催の定時株主総会決議により新株予約権の目的となる株式の数の上限を200株とする旨

決議し、平成16年７月16日開催の取締役会決議により発行する新株予約権の目的となる株式の数を５株とい
たしました。 

２ 平成18年８月８日開催の取締役会決議により、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行って
おります。これにより新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行
使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されておりますが、上記表の
記載内容は当該調整を反映済みであります。 

３ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するも
のとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的た
る株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま
す。 

 
  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 
４ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  また、払込金額を下回る価額で新株を発行するとき(新株予約権の行使により新株を発行する場合を除く)

は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものと
します。 

 
  上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を
「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行
い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認
める払込金額の調整を行います。 

  

定時株主総会の特別決議日(平成16年１月28日)

中間会計期間末現在
(平成19年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年６月30日)

新株予約権の数(個) 5 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 15 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334 同左

新株予約権の行使期間
平成18年２月１日～平成26年
１月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  53,334
資本組入額  26,667

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時において、
当社と協力関係にあることを
要する。 
 新株予約権の質入れ、担保
権の設定および相続は認めな
いものとする。 
 その他の条件については、
本株主総会および取締役会決
議に基づき、当社と新株予約
権の割当を受けた者との間で
締結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行による増加株式数



⑥平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項 

  

 
(注) １ 平成17年２月16日開催の臨時株主総会決議により新株予約権の目的となる株式の数の上限を600株とする旨

決議し、平成17年10月21日開催の取締役会決議により発行する新株予約権の目的となる株式の数を600株と

いたしました。また、新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、権利を付与された者の退

職等により、権利付与の対象でなくなった新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数をそれぞ

れ控除した残数を記載しております。 

２ 平成18年８月８日開催の取締役会決議により、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行って

おります。これにより新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されておりますが、上記表の

記載内容は当該調整を反映済みであります。 

３ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するも

のとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的た

る株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。 

 
  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

臨時株主総会の特別決議日(平成17年２月16日)

中間会計期間末現在
(平成19年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年６月30日)

新株予約権の数(個) 511 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,533 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 53,334 同左

新株予約権の行使期間
平成19年３月１日～平成27年
２月15日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  53,334
資本組入額  26,667

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた
者が当社取締役、監査役また
は従業員の場合は、権利行使
時において、当社の取締役、
監査役または従業員たる地位
を保有していることとする。
ただし、取締役会で認めた場
合はこの限りではない。 
 新株予約権の質入れ、担保
権の設定および相続は認めな
いものとする。 
 その他の条件については、
本株主総会および取締役会決
議に基づき、当社と新株予約
権の割当を受けた者との間で
締結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率



４ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  また、払込金額を下回る価額で新株を発行するとき(新株予約権の行使により新株を発行する場合を除く)

は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものと

します。 

 
  上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行

い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認

める払込金額の調整を行います。 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行による増加株式数



⑦平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項 

  

 
(注) １ 平成18年１月25日開催の定時株主総会決議により新株予約権の目的となる株式の数の上限を300株とする旨

決議し、平成18年７月28日開催の取締役会決議により発行する新株予約権の目的となる株式の数を300株と

いたしました。 

２ 平成18年８月８日開催の取締役会決議により、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行って

おります。これにより新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額がそれぞれ調整されておりますが、上記表の

記載内容は当該調整を反映済みであります。 

３ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するも

のとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的た

る株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとしま

す。 

 
  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

定時株主総会の特別決議日(平成18年１月25日)

中間会計期間末現在
(平成19年４月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年６月30日)

新株予約権の数(個) 293 289

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 879 867

新株予約権の行使時の払込金額(円) 80,000 同左

新株予約権の行使期間
平成20年２月１日～平成28年
１月24日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  80,000
資本組入額  40,000

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた
者が当社取締役、監査役また
は従業員の場合は、権利行使
時において、当社の取締役、
監査役または従業員たる地位
を保有していることとする。
ただし、取締役会で認めた場
合はこの限りではない。 
 新株予約権の質入れ、担保
権の設定および相続は認めな
いものとする。 
 その他の条件については、
本株主総会および取締役会決
議に基づき、当社と新株予約
権の割当を受けた者との間で
締結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要する。
同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率



４ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
  また、払込金額を下回る価額で新株を発行するとき(新株予約権の行使により新株を発行する場合を除く)

は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものと

します。 

 
  上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を

「１株当たり処分金額」と読み替えるものとします。さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行

い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認

める払込金額の調整を行います。 

  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
調整前払込金額

既発行株式数＋新規発行による増加株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注)  １ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

 発行価格  160,000円  引受価額  147,200円  発行価額 127,500円  資本組入額 73,600円 

   ２ 新株予約権の行使による増加であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年12月11日 
(注）１

2,250 28,635 165,600 714,055 165,600 466,985

平成18年11月1日～ 
平成19年4月30日 
(注）２

813 29,448 21,626 735,682 21,360 488,345



(5) 【大株主の状況】 

平成19年４月30日現在 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年４月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

川上陽介 東京都新宿区 6,162 20.93

安田企業投資株式会社 東京都千代田区麹町４-２-７ 3,921 13.31

兼松グランクス株式会社 東京都新宿区西新宿８-５-１ 1,050 3.57

バンダイネットワークス株式会
社

東京都港区東新橋１-６-１ 1,050 3.57

コナミ株式会社 東京都千代田区丸の内２-４-１ 1,050 3.57

MOVIDA HOLDINGS株式会社 東京都港区東新橋１-９-１ 1,050 3.57

東映アニメーション株式会社 東京都練馬区東大泉２-10-５ 1,017 3.45

株式会社ドワンゴ 東京都中央区日本橋浜町２-31-１ 900 3.06

QUALCOMM，Incorporated 
〔常任代理人 クアルコムジャ
パン株式会社〕

5775MOREHOUSE DRIVE,SAN DIEGO, 
CA 92121 
〔東京都港区南青山１-１-１〕

861 2.92

株式会社サンライズ 東京都杉並区上井草２-44-10 750 2.55

計 ― 17,811 60.48

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,448
29,448

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 29,448 ― ―

総株主の議決権 ― 29,448 ―



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価は、名古屋証券取引所(セントレックス)におけるものであります。 

当社株式は、平成18年12月12日付で名古屋証券取引所(セントレックス)に上場されております。それ以前につ

いては、該当事項はありません。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

  

月別 平成18年11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月

高(円) ― 244,000 189,000 157,000 122,000 122,000

低(円) ― 157,000 153,000 110,000 80,000 86,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年11月１日から平成18年４月

30日まで)及び当中間会計期間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)の中間財務諸表について、

新日本監査法人により中間監査を受けております。 

なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成18年11月７日に提出した有価証券届出書に添付さ

れたものを利用しております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年４月30日)

当中間会計期間末

(平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 638,251 718,224 533,109

 ２ 受取手形 ※４ 28,139 25,064 5,621

 ３ 売掛金 157,267 328,645 257,268

 ４ たな卸資産 34,862 49,146 65,784

 ５ 繰延税金資産 20,045 26,163 25,572

 ６ その他 16,128 40,056 13,122

   貸倒引当金 △1,116 △1,131 △841

   流動資産合計 893,579 77.2 1,186,169 78.3 899,637 76.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 34,112 45,300 37,559

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 184,364 211,281 204,128

  (2) その他 10,841 12,420 13,163

   無形固定資産合計 195,205 223,702 217,291

 ３ 投資その他の資産 35,039 60,013 25,964

   固定資産合計 264,357 22.8 329,015 21.7 280,815 23.8

   資産合計 1,157,936 100.0 1,515,185 100.0 1,180,453 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年４月30日)

当中間会計期間末

(平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 39,113 50,602 33,424

 ２ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※２ 29,089 20,220 22,080

 ３ 返品調整引当金 8,035 10,792 11,614

 ４ その他 ※３ 91,739 125,312 135,051

   流動負債合計 167,977 14.5 206,927 13.7 202,171 17.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 43,031 13,200 22,380

 ２ 退職給付引当金 27,679 35,642 30,813

   固定負債合計 70,710 6.1 48,842 3.2 53,193 4.5

   負債合計 238,688 20.6 255,770 16.9 255,364 21.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 548,455 47.4 ― ― ― ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 301,385 ― ―

   資本剰余金合計 301,385 26.0 ― ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金

   中間未処分利益 69,407 ― ―

   利益剰余金合計 69,407 6.0 ― ― ― ―

   資本合計 919,248 79.4 ― ― ― ―

   負債及び資本合計 1,157,936 100.0 ― ― ― ―



 
  

前中間会計期間末

(平成18年４月30日)

当中間会計期間末

(平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 735,682 48.6 548,455 46.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 488,345 301,385

   資本剰余金合計 ― ― 488,345 32.2 301,385 25.5

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― 35,386 75,247

   利益剰余金合計 ― ― 35,386 2.3 75,247 6.4

   株主資本合計 ― ― 1,259,414 83.1 925,088 78.4

   純資産合計 ― ― 1,259,414 83.1 925,088 78.4

   負債純資産合計 ― ― 1,515,185 100.0 1,180,453 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約損益計算書

(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 509,232 100.0 718,928 100.0 1,120,480 100.0

Ⅱ 売上原価 241,221 47.4 424,795 59.1 571,391 51.0

   売上総利益 268,011 52.6 294,132 40.9 549,088 49.0

   返品調整引当金 
   戻入額

16,558 3.3 11,614 1.6 16,558 1.4

   返品調整引当金 
   繰入額

8,035 1.6 10,792 1.5 11,614 1.0

   差引売上総利益 276,534 54.3 294,954 41.0 554,032 49.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

196,940 38.7 301,991 42.0 460,470 41.1

   営業利益又は 
   営業損失（△）

79,593 15.6 △7,036 △1.0 93,562 8.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 642 0.1 1,048 0.1 860 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 3,669 0.7 22,735 3.2 6,143 0.5

   経常利益又は 
   経常損失（△）

76,566 15.0 △28,723 △4.0 88,278 7.9

Ⅵ 特別損失 ※３ 4,156 0.8 11,399 1.6 15,281 1.4

   税引前中間(当期) 
   純利益又は税引前 
   中間純損失（△）

72,409 14.2 △40,123 △5.6 72,997 6.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

267 329 542

   法人税等調整額 2,734 3,001 0.6 △591 △261 0.0 △2,792 △2,249 △0.2

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失 
   （△）

69,407 13.6 △39,861 △5.6 75,247 6.7

   中間未処分利益 69,407 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年10月31日残高(千円) 548,455 301,385 301,385

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 187,226 186,960 186,960

 中間純損失

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

187,226 186,960 186,960

平成19年４月30日残高(千円) 735,682 488,345 488,345

株主資本

純資産合計
利益準備金

株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年10月31日残高(千円) 75,247 75,247 925,088 925,088

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 374,187 374,187

 中間純損失 △39,861 △39,861 △39,861 △39,861

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△39,861 △39,861 334,326 334,326

平成19年４月30日残高(千円) 35,386 35,386 1,259,414 1,259,414



前事業年度(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年10月31日残高(千円) 398,455 372,203 372,203

事業年度中の変動額

 資本準備金取崩額 △ 220,818 △ 220,818

 利益準備金取崩額

 新株の発行 150,000 150,000 150,000

 当期純利益

事業年度中の変動額合計(千円) 150,000 △ 70,818 △ 70,818

平成18年10月31日残高(千円) 548,455 301,385 301,385

株主資本

純資産合計
利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成17年10月31日残高(千円) 50 △ 220,868 △ 220,818 549,840 549,840

事業年度中の変動額

 資本準備金取崩額 220,818 220,818 ― ―

 利益準備金取崩額 △ 50 50 ― ― ―

 新株の発行 300,000 300,000

 当期純利益 75,247 75,247 75,247 75,247

事業年度中の変動額合計(千円) △ 50 296,115 296,065 375,247 375,247

平成18年10月31日残高(千円) ― 75,247 75,247 925,088 925,088



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書

(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税引前中間(当期)純利益 
   又は税引前中間純損失（△）

72,409 △40,123 72,997

 ２ 減価償却費 47,745 72,458 111,950

 ３ 長期前払費用償却費 1,217 ― 1,494

 ４ 貸倒引当金の増減額（減少△） 1,363 290 △927

 ５ 返品調整引当金の減少額 △8,522 △822 △4,943

 ６ 退職給付引当金の増加額 5,825 4,829 8,959

 ７ 受取利息 △11 △320 △63

 ８ 支払利息 770 383 1,296

 ９ 新株発行費 1,740 ― ―

  10  株式交付費 ― 8,445 2,854

 11 支払保証料 148 ― 623

 12 特許権償却費 671 98 770

 13 商標権償却費 126 150 283

  14  投資有価証券評価損 ― ― 7,835

 15 固定資産売却損 ― 8,162 ―

 16 売上債権の増減額（増加△） 24,338 △90,819 △51,127

 17 たな卸資産の増減額（増加△） 40 16,637 △30,881

 18 仕入債務の増加額 16,440 17,178 10,751

 19 未払金の増減額（減少△） 1,377 △16,255 15,894

 20 その他の資産の増加額 △6,532 △18,542 △3,077

 21 その他の負債の増加額  23,649 6,123 52,438

    小計 182,799 △32,126 197,129

 22 利息の受取額 11 320 63

 23 利息の支払額 △751 △380 △1,233

 24 法人税等の支払額 △532 △332 △807

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

181,527 △32,518 195,152

Ⅱ 投資活動による
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △1,704 △1,506 △3,804

 ２ 定期預金の解約による収入 200 ― 200

 ３ 有形固定資産の取得 
   による支出

△19,898 △17,536 △32,978

 ４ 無形固定資産の取得 
   による支出

△85,087 △85,483 △162,001

 ５ 投資有価証券取得に 
   よる支出

― △30,000 ―

 ６ 敷金の差入れによる支出 △7,369 △4,048 △7,369

   投資活動による
   キャッシュ・フロー

△113,860 △138,575 △205,953



 
  

前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書

(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 長期借入による収入 ― ― 30,000

 ２ 長期借入金の返済 
   による支出

△23,666 △11,040 △81,326

 ３ 株式の発行による収入 298,260 365,742 297,145

   財務活動による
   キャッシュ・フロー

274,594 354,702 245,819

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 342,260 183,608 235,017

Ⅴ 現金及び現金同等物の
  期首残高

258,770 493,788 258,770

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 601,031 677,397 493,788



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  その他有価証券

   時価のないもの

   移動平均法による原

価法

(1) 有価証券

  その他有価証券

   時価のないもの

同左

(1) 有価証券

  その他有価証券

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

 ①製品および原材料

   移動平均法に基づく

原価法

 ②仕掛品

   個別法に基づく原価

法

(2) たな卸資産

 ①製品および原材料

同左

 ②仕掛品

同左

(2) たな卸資産

 ①製品および原材料

同左

 ②仕掛品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっておりま

す。

  (ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建

物については、定額法を

採用しております。)

  なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

  建物    ３～15年

  構築物     10年

  器具及び備品４～６年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(自社利用のソフトウェア)

  社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額

法によっております。

(自社利用のソフトウェア)

同左

(自社利用のソフトウェア)

同左

(市場販売目的のソフトウ

ェア)

  見込販売数量に基づく

償却額と、残存見込販売

有効期間に基づく均等償

却額との、いずれか大き

い金額を計上しておりま

す。なお、当期における

見込販売有効期間は３年

としております。

(市場販売目的のソフトウ

ェア)

同左

(市場販売目的のソフトウ

ェア)

同左

(3) 長期前払費用

  均等償却によっており

ます。

― (3) 長期前払費用

  均等償却によっており

ます。



 
  

  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 返品調整引当金

  将来発生する見込みの

返品による損失に備える

ため、過去の返品実績率

により計上しておりま

す。

(2) 返品調整引当金

同左

(2) 返品調整引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における自己都合要

支給額の見込額に基づ

き、計上しております。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る自己都合要支給額の見

込額に基づき、計上して

おります。

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

 手許現金、要求払預金お

よび取得日から３ヵ月以内

に満期日又は償還日の到来

する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な

投資であります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜き方式に

よっております。

 消費税等の会計処理

同左

 消費税等の会計処理

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8

月9日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月

31日)を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影

響はありません。

─────── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から固定資産の減損に

係る会計基準(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年8月

9日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第6号 平成15年10月31

日)を適用しております。 

 なお、これによる損益に与える影

響はありません。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は925,088千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後財

務諸表等規則により作成しておりま

す。

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

───────

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間会計期間において営業活動によるキャッシュ・

フローの内訳として表示していた「新株発行費」は、当

中間会計期間より「株式交付費」として表示する方法に

変更しております。  

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年４月30日)

当中間会計期間末
(平成19年４月30日)

前事業年度末 
(平成18年10月31日)

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

(千円)

53,647
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

(千円)

73,075
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

(千円)

63,280

 

※２ 担保に供している資産および

これに対応する債務

 (1) 担保に供している資産

(千円)

現金及び預金 15,000

合計 15,000
 

※２ 担保に供している資産および

これに対応する債務

 (1) 担保に供している資産

(千円)

現金及び預金 10,000

合計 10,000
 

※２ 担保に供している資産および

これに対応する債務

 (1) 担保に供している資産

(千円)

現金及び預金 10,000

合計 10,000

 

 (2) 上記に対応する債務

(千円)

一年以内返済予定
の長期借入金

15,324

長期借入金 14,877

合計 30,201
  

 (2) 上記に対応する債務

(千円)

一年以内返済予定の
長期借入金

10,140

長期借入金 ―

合計 10,140
  

 (2) 上記に対応する債務

(千円)

一年以内返済予定の
長期借入金

12,000

長期借入金 4,140

合計 16,140

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税および仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。

───────

※３ 消費税等の取扱い

同左
 
 
 
 

 ※４ 期末日満期手形の処理につ

いては、満期日に決済が行われ

たものとして処理しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形を満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。

(千円)
   受取手形      1,203

 

───────

 

 

 

 

───────



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間末
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度末
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

(千円)

受取利息 11

受取ロイヤリティ 106

受取褒奨金 476
 

※１ 営業外収益の主要項目

(千円)

受取利息 320

受取ロイヤリティ 186

受取手数料 244

 

※１ 営業外収益の主要項目

(千円)

受取利息 63

受取ロイヤリティ 160

受取褒奨金 476

受取手数料 104

 

※２ 営業外費用の主要項目

(千円)

支払利息 770

新株発行費 1,740

特許権償却費 671

 

※２ 営業外費用の主要項目

(千円)

支払利息 383

株式交付費 8,445

特許権償却費 98

上場関連費用 13,658
 

※２ 営業外費用の主要項目

(千円)

支払利息 1,296

新株発行費 2,854

特許権償却費 770

 

※３ 特別損失の主要項目

(千円)

たな卸資産評価損 3,147

たな卸資産廃棄損 1,009

 

※３ 特別損失の主要項目

(千円)

たな卸資産廃棄損 3,237

固定資産売却損 8,162

  
なお、固定資産売却損の内訳
は次のとおりであります。

ソフトウェア 8,162

 

※３ 特別損失の主要項目

(千円)

たな卸資産評価損 350

たな卸資産廃棄損 7,095

投資有価証券評価損 7,835

 

 ４ 減価償却実施額

(千円)

有形固定資産 6,478

無形固定資産 42,065
 

 ４ 減価償却実施額

(千円)

有形固定資産 9,795

無形固定資産 62,662
 

 ４ 減価償却実施額

(千円)

有形固定資産 16,111

無形固定資産 95,838



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

  第三者割当増資による増加    2,250株 

  新株予約権の行使による増加    813株      

  

２ 自己株式に関する事項 
  
該当事項はありません。 

  

  

  

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

    

   

    
  

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 
  

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 26,385 3,063 ― 29,448



前事業年度(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

第三者割当増資による増加     1,250株 

株式分割による増加       17,590株 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) 価格がゼロまたは会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 7,545 18,840 ― 26,385

内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当事業 
年度末残高 
(千円)前事業 

年度末
増加 減少

当事業
年度末

ストックオプショ
ンとしての新株予
約権

― ― ― ― ― (注)―

合計 ― ― ― ― ― ―



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年４月30日現在)

(千円)

現金及び預金 638,251

預入期間３ヵ月超の 
定期預金

△37,220

現金及び現金同等物 601,031
 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成19年４月30日現在)

(千円)

現金及び預金 718,224

預入期間３ヵ月超の
定期預金

△40,826

現金及び現金同等物 677,397
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成18年10月31日現在)

(千円)

現金及び預金 533,109

預入期間３ヵ月超の 
定期預金

△39,320

現金及び現金同等物 493,788



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
取得 
価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

車両 1,085 633 452

器具及 
び備品

13,379 5,827 7,552

合計 14,464 6,460 8,004

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
取得
価額 

相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 

相当額 
(千円)

車両 1,085 850 235

器具及 
び備品

13,689 6,128 7,561

合計 14,774 6,978 7,796
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

車両 1,085 741 343

器具及
び備品

11,514 5,058 6,456

合計 12,599 5,799 6,799

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

(千円)

１年以内 2,447

１年超 6,075

合計 8,522

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

(千円)

１年以内 2,011

１年超 6,207

合計 8,218

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

(千円)

１年以内 1,997

１年超 5,275

合計 7,273

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

(千円)

支払リース料 1,501

減価償却費相当額 1,268

支払利息相当額 185

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

(千円)

支払リース料 1,396

減価償却費相当額 1,178

支払利息相当額 166

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

(千円)

支払リース料 2,929

減価償却費相当額 2,472

支払利息相当額 363

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

  利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

   同左

  利息相当額の算定方法

   同左

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

   同左

  利息相当額の算定方法

   同左

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

(千円)

１年以内 9

１年超 ―

合計 9

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

(千円)

１年以内 16

１年超 ―

合計 16

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

(千円)

１年以内 46

１年超 ―

合計 46



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年４月30日) 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

当中間会計期間末(平成19年４月30日) 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

前事業年度末(平成18年10月31日) 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
(注) 当事業年度において、その他有価証券について7,835千円減損処理を行っております。 

  

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 10,000

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 32,164

内容 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式 2,164



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  



(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

     該当事項はありません。 

  

  

  



前事業年度(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日) 

１ 当該事業年度における費用計上額及び科目名 

     該当事項はありません。 

  

  ２ ストック・オプションの内容及び規模 

  

 
(注) １ 株式数に換算して記載しております。なお、株式数につきましては、平成18年９月５日付けで１株を３株と

する株式分割を行っておりますが、当該株式分割による調整後の株式数を記載しております。 

２ 新株予約権の割当を受けた者が当社取締役、監査役または従業員の場合は、権利行使時において、当社の取

締役、監査役または従業員たる地位を保有していることとする。ただし、取締役会で認めた場合はこの限り

ではない。 

３ 対象勤務期間の定めはありません。 

４ 行使価格については、平成18年９月５日付けで１株を３株とする株式分割を行っており、当該株式分割によ

る調整後の権利行使価格を記載しております。 

  

  

  

  

  

  

付与対象者の区分及び人数 当社取締役５名 当社監査役２名 当社従業員39名

ストック・オプションの付与数 普通株式 900株 (注)１

付与日 平成18年７月28日

権利確定条件 (注)２

対象勤務期間 (注)３

権利行使期間 平成20年２月１日～平成28年１月24日

権利行使価格 80,000（注）４

付与日における公正な評価単価 ―



(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年11月１日 至 平成19年４月30日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

１株当たり純資産額 104,519円39銭 42,767円39銭 35,061円14銭

１株当たり中間(当期) 

純利益又は中間純損失

（△）

9,115円77銭 △1,400円60銭 3,055円37銭

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、新株引受権および新

株予約権の残高があります

が、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握で

きないため記載しておりま

せん。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式は存在する

ものの１株当たり中間純損

失であるため記載しており

ません。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、新株引受権および新

株予約権の残高があります

が、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握で

きないため記載しておりま

せん。 

 当社は、平成18年９月５

日付けで１株を３株とする

株式分割を行っておりま

す。なお、当該株式分割が

前期首に行われていたと仮

定した場合の前事業年度の

１株当たり純資産額は

24,291円60銭、１株当たり

当期純利益金額は1,493円

99銭となります。潜在株式

調整後１株当たり当期純利

益金額については、新株引

受権および新株予約権の残

高がありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均

株価が把握できないため記

載しておりません。

項目
前中間会計期間末

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間末
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度末
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

純資産の部の合計額(千円) ― 1,259,414 925,088

普通株式に係る期末の 
純資産額(千円)

― 1,259,414 925,088

１株当たり純資産額の算定
に用いられた期末の普通株
式数(株)

― 29,448 26,385



２ １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

中間損益計算書上の 
中間(当期)純利益又は 
中間純損失（△）(千円)

69,407 △39,861 75,247

普通株式に係る 
中間(当期)純利益又は 
中間純損失（△）(千円)

69,407 △39,861 75,247

普通株主に帰属しない 
金額(千円)

― ― ―

普通株式の期中平均株式数
(株)

7,614 28,460 24,628

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含まれなかった潜在株
式の概要

 新株引受権３種類
(新株引受権の目的と
なる株式の数305株)お
よび新株予約権３種類
(新株予約権の数787
個)。 
 これらの詳細は、
「第４ 提出会社の状
況 １株式等の状況
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。 
 

新株引受権３種類
(新株引受権の目的と
なる株式の数342株)お
よび新株予約権４種類
(新株予約権の数942
個)。 
 これらの詳細は、
「第４ 提出会社の状
況 １株式等の状況
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。  
 
 

新株引受権３種類
(新株引受権の目的と
なる株式の数801株)お
よび新株予約権４種類
(新株予約権の数1,068
個)。 
 これらの詳細は、
「第４ 提出会社の状
況 １株式等の状況
(2)新株予約権等の状
況」に記載のとおりで
あります。  
 
 



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年11月１日
至 平成19年４月30日)

前事業年度
(自 平成17年11月１日
至 平成18年10月31日)

(新株予約権の発行)

 平成18年１月25日開催の定時株主

総会において決議されました平成13

年改正旧商法第280条ノ20および第

280条ノ21の規定に基づくストック

オプションとしての新株予約権の発

行について、平成18年７月28日開催

の取締役会において、次のとおり決

議いたしました。

(1) 新株予約権の発行日

  平成18年７月28日

(2) 発行する新株予約権の総数

  300個

(3) 新株予約権の発行価格

  無償

(4) 新株予約権の目的となる株式の

種類及び数

  普通株式 300株

(5) 新株予約権の行使に際しての払

込金額

  １株当たり 240,000円

(6) 新株予約権の行使期間

  平成20年２月１日から平成28年

１月24日まで

(7) 新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額

  発行価格  240,000円

  資本組入額 120,000円

(8) 新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価額

の総額

  72,000千円

(9) 新株予約権の割当を受けた者及

び人数

  当社取締役５名、当社監査役２

名、当社従業員39名

─────── (新株式の発行)

 当社株式は、平成18年12月12日に

株式会社名古屋証券取引所セントレ

ックス市場へ上場いたしました。

 平成18年11月７日、平成18年11月

20日および平成18年11月30日開催の

取締役会において、次のとおり新株

式の発行を決議し、平成18年12月11

日に払込が完了いたしました。その

主な内容は次のとおりであります。

 なお、この結果、平成18年12月11

日付けで資本金は714,055千円、発

行済株式数は28,635株となっており

ます。

(1) 募集方法

  一般募集(ブックビルディング

方式による募集)

(2) 発行する株式の種類及び数

  普通株式 2,250株

(3) 発行価格

  １株につき 160,000円

  一般募集はこの価格にて行いま

した。

(4) 引受価額

  １株につき 147,200円

  この価額は当社が引受人より１

株当たりの新株式払込金として

受取った金額であります。な

お、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金と

なります。

(5) 発行価額

    １株につき 127,500円

  (資本組入額  73,600円)

(6) 発行価額の総額

    286,875千円

(7) 払込金額の総額

    331,200千円

(8) 資本組入額の総額

    165,600千円

(9) 払込期日

  平成18年12月11日

(10)資金の使途

  設備投資、製品等開発に係る資

金および運転資金



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書及びその添付書類 

有償一般募集増資(ブックビルディング方式による募集)及び株式売出し(ブックビルディング方式によ

る売出し)に係る有価証券届出書を平成18年11月７日関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券届出書の訂正届出書 

上記(1)に係る訂正届出書を平成18年11月21日及び平成18年12月１日関東財務局長に提出 

  

(3) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第16期(自 平成17年11月１日至 平成18年10月31日)平成19年１月31日関東財務局長に提出

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年10月25日

株式会社セルシス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社セルシスの平成17年11月１日から平成18年10月31日までの第16期事業年度の中間会計期間

(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社セルシスの平成18年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年11月１日から平成18年４月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  田  代  清  和  ㊞

業務執行社員 公認会計士  岡  本  和  巳  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年７月27日

株式会社セルシス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社セルシスの平成18年11月１日から平成19年10月31日までの第17期事業年度の中間会計期間

(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社セルシスの平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年11月１日から平成19年４月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田  代  清  和  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岡  本  和  巳  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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